
第１章 総則 
（１）目的 
  国民の健康の増進の総合的な推進に関し基本的な事項を定めるとともに、 

国民の健康の増進を図るための措置を講じ、国民保健の向上を図る。 
 
（２）責務 
① 国民 健康な生活習慣の重要性に対し関心と理解を深め、生涯にわたり、

 自らの健康状態を自覚するとともに、健康の増進に努める。 
② 国及び地方公共団体 健康の増進に関する正しい知識の普及、情報の収

 集・整理・分析・提供、研究の推進、人材の養成・資質の向上を図る

 とともに、関係者に対し、必要な技術的援助を与えることに努める。 
③ 健康増進事業実施者（保険者、事業者、市町村、学校等） 健康相談等

 国民の健康の増進のための事業を積極的に推進するよう努める。 
   
（３）国、地方公共団体、健康増進事業実施者、医療機関その他の関係者の連携

及び協力 
  
第２章 基本方針等（「健康日本２１」の法制化） 
（１）基本方針 
   国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本方針を厚生労働大臣

が策定。 
   ① 国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向（例：目標の設定・評

価の必要性、関係者の連携の推進、休日・休暇を活用した健康増進の

ための活動の促進、実践の場の普及等） 
   ② 国民の健康の増進の目標に関する事項 
   ③ 都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策定に関する基本

的事項 
   ④ 国民健康・栄養調査その他の調査・研究に関する基本的事項 
   ⑤ 健康増進事業実施者間の連携及び協力に関する基本的事項 
   ⑥ 食生活、運動、休養、喫煙、飲酒、歯の健康保持その他の生活習慣に

関する正しい知識の普及に関する事項 
   ⑦ その他国民の健康の増進の推進に関する重要事項 
 
（２）都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画（住民の健康の増進の推進

に関する施策についての計画）の策定。 
 
（３）健康診査の実施等に関する指針 
   生涯を通じた健康自己管理を支援するため、健康増進事業実施者による健

康診査の実施及びその結果の通知、健康手帳の交付その他の措置に関する指

針を厚生労働大臣が策定。 
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第３章 国民健康・栄養調査等 
（１）国民健康・栄養調査を実施（現行の栄養改善法による国民栄養調査を拡充） 
 
（２）生活習慣病の発生状況の把握 
   国及び地方公共団体は、生活習慣とがん、循環器病その他の生活習慣病と

の相関関係を明らかにするため、生活習慣病の発生状況の把握に努める。 
 
第４章 保健指導等 
  市町村 栄養改善その他の生活習慣の改善に関する事項についての相談・保

健指導 
都道府県等 特に専門的な知識・技術を必要とする栄養指導等の保健指導 
（現行の栄養改善法による市町村の栄養相談等及び都道府県等の専門的な

栄養指導等に関する規定を拡充） 
 
第５章 特定給食施設等 
（１）特定給食施設における栄養管理（現行の栄養改善法による集団給食施設に

おける栄養管理の規定を引き継ぐとともに、所要の規定を整備） 
 
（２）受動喫煙の防止 
   学校、官公庁施設等多数の者が利用する施設を管理する者は、受動喫煙を

防止するために必要な措置を講ずるよう努める。 
 
第６章 特別用途表示及び栄養表示基準 
  現行の栄養改善法による特別用途表示制度及び栄養表示基準制度を引き継

ぐ。 
 
附則 
（１）施行期日 
      公布日から９月を超えない範囲内で政令で定める日（健康診査の実施等に
関する指針に関する規定については、公布の日から２年を超えない範囲内で

政令で定める日） 
 
（２）各法の改正 
   医療保険各法を改正し、保健事業の適切かつ有効な実施を図るための指針

を定める。 
栄養改善法は廃止する。 
 
 

照会先：健康局総務課生活習慣病対策室（内線２３４６） 
 


